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What Is Consumer-friendly Eco-labelling?
Nishikawa Kahoko
　Environmental labelling （Eco-labelling） is a voluntary method of environmental 
performance certiﬁcation for products or services. Eco-labelling is understood as the 
labels to inform consumers that a product is eco-friendly better than other products in 
the same category. Three types of voluntary labels are used in conformity to The 
International Organization for Standardization （ISO）. Type I is a multiple-criteria based, 
third party program that awards a license authorizing the use of indicating overall 
environmental preferability of a product. In this category, Eco-mark is known in Japan. 
Type II is informative environmental self-declaration claims. Type III provides the 
quantified environmental data of a product, under pre-set categories of parameters 
established by a qualified third party based on life cycle assessment. Now that many 
private companies have used eco-labelling for their products and services. They believed 
that these have attracted consumers looking for ways to reduce environmental impacts 
through their purchasing choices. 
　However various eco-labeling in market has led consumer in some confusion. 
Consumer canʼt distinguish each eco-labelling easily due to too many labelling. 
Especially, type II eco-labelling has been regarded as unproven or irrelevant claims by 
consumers because of no intervention by a third party. Thereby, most consumers donʼt 
pay attention to the eco-labelling when they purchase products. Eco-labelling should 
change to consumer-friendly. Type II labelling should be rearranged their eco-labelling 
system in industrial associations and try to reduce number of eco-labelling based on an 
environmental impact category. 
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は じ め に
　環境ラベルは，商品が環境に配慮して生産されたことを表す目印で商品に関する環境情報の
提供手段の一つである．環境ラベルを付けた商品が消費者に選択されることにより，環境に配
慮した商品の生産が促され，持続可能な社会のための経済活動が発展することが期待されてい
る．この環境ラベルの趣旨は広く事業者に理解され，現在では多くの商品に多種多様な環境ラ
ベルが表示されている．平成20年 1 月に環境省により示された「環境表示ガイドライン～消費
者にわかりやすい適切な環境情報提供のあり方～」（平成21年11月改訂・平成25年 3 月再改訂）
［ 1 - 3 ］なども環境ラベルの推進を後押ししている．
　しかし，環境ラベルが目的としている「環境配慮商品の選択を促す効果」には，消費者の立
場から，「ラベルの意味がわからない」，「多種多様なラベルが存在し，混乱する」，「覚えられ
ない」，「異なるラベルが表示されており，商品間で比較できない」，「環境にどれくらい貢献し
ているのか不明」などの問題点が指摘されている．これらの状況に対して，内閣府先駆的省資
源・省エネルギー実践活動等推進事業では，「多様化する環境ラベルの消費者への普及に関す
る考察」（平成19年度）［ 4］をまとめ，環境ラベルに習熟した人材（エコラベル・コンシェル
ジェ）の育成やエコラベルに関するゲームの開発により，消費者の理解度を高めて問題を解消
しようとする提言がなされていた．それから10年経過したが，環境ラベルは，指摘されていた
問題点を解消し，商品選別の参考とされるようになっているのだろうか．本稿では，環境ラベ
ルの制度や種類について言及した後，消費者のアンケート調査の結果を基に「消費者が利用し
やすい環境ラベルとは何か」，また，「今後の環境ラベルの利用促進のために必要な点は何か」
について，消費者の視点から検討したい．
1．環境ラベルの制度
　国際標準化機構（ISO）には，ISO14020番シリーズといわれる環境ラベルの規格がある．日
本では，ISO14020の「一般原則」（1999年 7 月），ISO14021，ISO14024 （2000年 8 月），ISO14025
（2008年 6 月）が日本工業規格（JIS）に制定されており，以下の 3つのタイプに分類される． 
①　タイプⅠ（ISO14024; JIS14024）
1）
　中立公平な第三者機関が製品のカテゴリーごとに基準を定め，事業者の申請に応じて審査を
行い，基準に適合すると認めたものに環境ラベルの使用を認可するものである．日本では，公
益財団法人日本環境協会が実施しているエコマーク（1989年開始）がこれに適合する（図
- 1 A）．エコマークは「生産」から「廃棄」にわたるライフサイクル全体を通して環境への負
荷が少なく，環境保全に役立つと認められた商品につけられる環境ラベルである．
②　タイプⅡ（ISO14021; JIS14021）
2）
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　メーカーや流通業など製品やサービスを提供する企業が，環境配慮を「自己宣言」する環境
ラベルである．製品そのものやパッケージ，製品カタログ，広告，報告書およびインターネッ
トなど多数の表示方法があり，第三者による判断は必要とされないが，ISO14021では，自己
宣言を行う際に準拠すべき規格が定められている．メビウスループ（図－ 1 B）は，タイプⅡ
規格で使用方法が規定され，ISOが国際的な商標権を所有するシンボルマークである．
③　タイプⅢ（ISO14025; JIS14025）
3）
　製品の環境負荷に関する定量的なデータを表示するものである．製品やサービスのライフサ
イクル全体の環境負荷が，LCA（ライフサイクルアセスメント）の手法で定量的に算出される．
データは独立した検証プロセスで認証され，信頼性を担保する努力がなされている．日本では，
一般社団法人産業環境管理協会
4）
が「エコリーフ環境ラベル制度」（図- 1 C）を運用している．
また，スウェーデン環境管理評議会が運用し，日本では財団法人日本ガス機器検査協会
5）
が実
施している「環境製品宣言制度」（図- 1 D）もある．
A D
 
C B 
A；エコマーク* 1，B；メビウスループ* 2，C；エコリーフ* 1，D；EPD* 1
（* 1環境省HP，* 2「環境表示ガイドライン平成25年 3 月」より引用）
図-1　環境ラベル表示例
2．実施主体別にみる環境ラベルの種類
　上述したように環境ラベルはISOにより 3つのタイプに大別されるが，実施主体は様々であ
る．国レベルの取り組みの他，地方公共団体が制度を設定しているところもある．
2.1　国レベルの取り組み
　国の機関では，環境省の「カーボン・オフセット認証ラベル」（図- 2 A）「カーボン・ニュー
トラルラベル」（図- 2 B），経済産業省の「国際エネルギースタープログラム」（図- 2 C）「省
エネラベリング制度」（図- 2 D）「統一省エネラベル」（図- 2 E），国土交通省の「燃費基準達
成車ステッカー」（図- 2 F）「低排出ガス車認定（平成17年及び21年基準）」（図- 2 G）などが
あり，それぞれ基準要件を設けている．環境省の環境ラベルは，温室効果ガス排出の削減活動
を促進するために，経済産業省の環境ラベルは，消費電力の削減や使用エネルギーの消費効率
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2.2　地方公共団体における取り組み
　地方公共団体における環境ラベル等関連制度（表- 1 ）として，北海道から沖縄まで61の地
方公共団体がそれぞれの制度を創設し，個別に環境ラベルを制定している．特徴として，圧倒
的に「リサイクル」に関連する制度が多い．各地方自治体が抱えるごみ処理問題が背景として
考えられる．
G F 
E D C BA 
A；カーボン・オフセット認証ラベル（環境省)，B；カーボン・ニュートラルラベル（環境省），C；
国際エネルギースタープログラム（経済産業省），D；省エネラベリング制度（経済産業省），E；
統一省エネラベル（経済産業省），F；燃費基準達成車ステッカー（国土交通省），G；低排出ガス
車認定（平成17年及び21年基準）（国土交通省）
（環境省HPより引用6））
図-2　国の機関が実施主体となる環境ラベルの例
を高める目的で，国土交通省の環境ラベルは，自動車の燃費や大気汚染物質排出量削減の目的
で設定されている．また，マークを使用する手続きとしては，環境省は第三者認証基準（図－
2 A， 2 B），経済産業省は事業者登録（図－ 2 C）や自主的な表示（図－ 2 D， 2 E），国土交通
省は評価実施要領に基づき，国土交通省が認定する（図－ 2 F， 2 G）など様々である．
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表-1　地方公共団体における環境ラベル等関連制度
No.
地方公共
団体名
　環境ラベル等関連制度
1 北海道 　北海道リサイクル製品認定制度
2 札幌市 　さっぽろエコメンバー登録制度
3 旭川市 　あさひかわエコショップ認定制度
4 青森県 　青森県リサイクル製品認定制度
5 弘前市 　弘前市エコストア・エコオフィス認定制度
6 岩手県 　岩手県再生資源利用認定製品認定制度
7 岩手県 　いわて地球環境にやさしい事業所認定制度
8 宮城県 　宮城県グリーン製品認定制度
9 仙台市
　仙台市環境配慮型商品「せんだいグリーン文具・
　せんだいグリーンペーパー」推奨制度
10 秋田県 　秋田県リサイクル製品認定制度
11 山形県
　［1］山形県リサイクル製品認定制度
　［2］山形県リサイクルシステム認証制度
12 福島県 　うつくしま，エコ・リサイクル製品認定制度
13 茨城県 　茨城県リサイクル製品認定制度
14 茨城県 　エコショップ認定制度
15 栃木県 　栃木県リサイクル製品認定制度
16 埼玉県 　彩の国リサイクル製品認定制度
17 川越市 　エコストア・エコオフィス認定制度
18 柏市 　柏市建築物環境配慮制度（CASBEE 柏）
19 流山市 　流山市グリーンチェーン認定
20 東京都 　マンション環境性能表示制度
21 神奈川県 　かながわリサイクル製品認定制度
22 川崎市
　川崎市エコショップ制度
　川崎市リユース・リサイクルショップ制度
23 川崎市 　川崎市建築物環境配慮制度（CASBEE 川崎）
24 横浜市 　横浜市建築物環境配慮制度
25 富山県 　富山県リサイクル認定制度
26 石川県 　石川県リサイクル製品認定制度
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27 福井県 　福井県リサイクル製品認定制度
28 山梨県 　「エコライフ県民運動事業」
29 長野県 　信州リサイクル製品認定制度
30 長野県 　ごみダイエットショップ認定制度
31 長野市 　ながのエコ・サークル認定制度
32 飯田市 　ぐりいいんだ認定制度
33 岐阜県 　岐阜県リサイクル認定製品認定制度
34 静岡県 　静岡県リサイクル製品認定制度
35 沼津市 　沼津市ごみ減量・資源化推進協力店等愛称「すまいるしょっぷ」
36 愛知県 　愛知県リサイクル資材評価制度（あいくる）
37 三重県 　三重県リサイクル製品利用推進条例
38 滋賀県 　滋賀県リサイクル製品認定制度（ビワクルエコシップ）
39 大阪府 　大阪府リサイクル製品認定制度
40 大阪府 　「エコショップ（ごみ減量化・リサイクル推進宣言店）」制度
41 神戸市 　ワケトンエコショップ等認定制度
42 奈良県 　奈良県リサイクル製品認定制度
43 和歌山県 　和歌山県リサイクル製品認定制度
44 鳥取県 　鳥取県グリーン商品認定制度
45 鳥取県 　鳥取県版環境管理システム（TEAS）審査登録制度
46 島根県 　しまねエコショップ認定制度
47 島根県 　しまねグリーン製品認定制度
48 岡山県 　岡山県エコ製品認定制度
49 広島県 　広島県リサイクル製品登録制度
50 山口県 　山口県認定リサイクル製品　認定マーク
51 徳島県 　徳島県リサイクル認定制度
52 徳島県 　徳島県エコショップ認定制度
53 香川県 　香川県環境配慮モデル認定制度
54 愛媛県 　愛媛県資源循環優良モデル認定制度
55 高知県 　高知県リサイクル製品等認定制度
56 福岡県 　福岡県リサイクル製品認定制度
57 福岡県 　福岡県県産リサイクル製品認定制度
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58 佐賀県 　佐賀県廃棄物リサイクル製品認定制度
59 長崎県 　長崎県リサイクル製品等認定制度
60 大分県 　大分県リサイクル製品認定制度
61 沖縄県 　沖縄県リサイクル資材評価認定制度
　　（環境省HP7）より引用改変）
2.3　事業団体ごとの取り組み
8）
　事業団体ごとの取り組みとして以下の環境ラベルが知られている．板硝子協会では，「エコ
ガラス」，印刷インキ工業連合会では，「NLマーク」，印刷インキ工業連合会では，「植物油イ
ンキマーク」，環境保護印刷推進協議会では，「環境保護印刷マーク」，一般社団法人健康ビジ
ネス協議会では，「水性印刷商品認証マーク」，全日本ベッド工業会では，「衛生マットレス」，
全日本ベッド工業会では，「フレーム環境マーク」，一般社団法人日本印刷産業連合会では，「GP
（グリーンプリンティング）マーク」，日本ウインドウ・フィルム工業会では，「グリーン購入
法適合ウィンドウフィルム　ロゴマーク」，一般社団法人日本カートリッジリサイクル工業会
では，「E&Qマーク」，一般社団法人日本自動車車体工業会では，「環境・新環境基準適合ラベル」，
一般社団法人日本鍛圧機械工業会では，「MFエコマシン認証制度」，一般社団法人日本WPAでは，
「バタフライCO 2ロゴ」，一般社団法人パソコン 3 R推進協会では，「PCグリーンラベル」，PET
ボトル協議会では，「PETボトルのリサイクル推奨マーク」，一般社団法人大日本水産会では，「マ
リン・エコラベル・ジャパン」，一般社団法人日本バルブ工業会では，「環境配慮パルブ登録制
度」を設定している．この他に，事業者単独に定めた環境ラベルも存在する．（環境省HP　「事
業者団体等による取組」より引用
9）
）
3．多様な環境ラベルが存在する背景
　これまでみてきたように，多岐にわたる事業体が環境ラベルを設定している．国や地方公共
団体で運営している環境ラベルは，温室効果ガス削減や大気汚染負担の軽減，ごみの減量に資
すると思われるリサイクルなどを目的に作られている．ここで，注目したいのは，「2.3事業団
体ごとによる取り組み」で紹介した環境ラベルである．印刷関連事業における環境ラベルが多
く，印刷インキの環境ラベルが複数存在していた．何故，同じ印刷インキの環境ラベルで，複
数のラベルが設定されるのか疑問に思う消費者も少なくないだろう．
　そこで，印刷インキの環境ラベル三例について比較してみたい．まず，「NLマーク」だが，
環境影響，労働安全，人の健康に対し好ましくない化学物質を規制し，該当物質を使用しない
印刷インキに貼付できるラベルで，生産から廃棄までのライフサイクルが対象となっている．
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一方，「植物油インキマーク」は，化石燃料の枯渇に着目しており，植物油を含有した印刷イ
ンキで使用基準を満たしたものに貼付できる．主に製品の資源と原材料に着目している．また，
「水性印刷商品認証マーク」は，使用する揮発性有機化合物の削減を図り，作業従事者の健康
維持と大気への排出削減等に着目しており，製品の生産段階だけを対象にしている．この三例
は各団体における環境主張のポイントがそれぞれ異なっていることに加え，製品のライフサイ
クルのどの段階まで対象にしているのかも統一されていない．環境ラベルを比較しようとして
も，消費者はどちらが優れた環境配慮製品かこのような現状では比較することは難しいだろう．
　また，ベッド製造にかかわる環境マークである「衛生マットレス」と「フレーム環境マーク」
では， “環境と安全への配慮” が主張されている．本来は製品の安全性から得られる「安心」
であり，環境配慮とは異なる側面を持つ性質の情報であるが，環境ラベルにその意味を持たせ
て主張している．このような利用は，「環境ラベル」というよりも「環境安全ラベル」という
複合的な意味を持つ表示になっている．
 このように，自己宣言タイプの環境ラベルは，多くの観点から環境主張が盛り込まれており，
消費者にとっては環境情報入手手段として容易に活用できない状況であると思われる．
4．消費者へのアンケート調査
　そこで，全国の一般消費者に環境ラベルに関する調査を実施した．
4.1　アンケート調査の概要
　インターネット調査（株式会社マクロミル）を通じて，全国の一般消費者を対象に，2016年
12月21日に実施した．回答者は，330名（男性194，女性136名）であった．年齢分布は，29才
以下26名，30－39才74名，40－49才95名，50－59才75名，60才以上60名である．
4.2　アンケート調査内容
以下の 7つの質問を設定した．
Q 1．次に示す環境ラベルで知っているものはどれですか（10例提示；省エネラベリング，エ
コマーク，グリーンマーク，エコリーフ環境ラベル，カーボンフットプリント，再生紙使
用マーク，PETボトルリサイクル推奨マーク，MSC認証制度，FSC認証制度，カーボン
ニュートラルラベル）複数回答可．
Q 2．Q 1 で知っている環境ラベルがあった方にお伺いします．その環境ラベルは，なぜご存
じだったのですか？　選択肢に理由がない場合，その他の欄に記入ください．（選択肢 5）
複数回答可．
　➢　環境ラベルに興味があり，知っていたから
58 中央大学社会科学研究所年報 第 22号
　➢　購入した商品に環境ラベルがついていたから
　➢　家族や友人など身近な人から聞いたことがあるから
　➢　学校の授業や教科書で学んだから
　➢　その他
Q 3．環境ラベルは商品を選ぶときの動機になりますか？（選択肢 2）単一回答　 “はい” また
は “いいえ”
Q 4．環境ラベルは環境配慮型商品の選択の目安の一つになります．今後，環境ラベルはさら
に多くの商品に積極的に付けられるべきだと思いますか？（選択肢 2）単一回答　 “思う”
または “思わない”
Q 5．Q 4 で「思わない」と答えた方にお伺いします．環境ラベルの普及が不要と思われる理
由を教えてください．（選択肢 5）複数選択可
　➢　どの程度環境に良いのか環境ラベルをみただけではよく判断できない
　➢　環境ラベルの種類が多く，意味がよくわからない
　➢　環境ラベルの信用度が低いので，環境配慮型商品である指標にならない
　➢　環境に配慮したかどうかは気にならない
　➢　その他
Q 6．環境ラベルからどのような状況を知りたいですか？（選択肢 6）複数選択可
　➢　生態系に配慮されている商品か
　➢　地球温暖化の抑制に寄与している商品か
　➢　リサイクルされた材料を使用している商品か
　➢　使用または廃棄する際に環境負荷が少ない商品か
　➢　 資源調達から廃棄にわたる製品のライフサイクル全体について環境に配慮されている商
品か
　➢　その他
Q 7．Q 1 に示したように，商品に付けられている環境ラベルの種類は多種多様にあります．
消費者の立場から，環境ラベルのあり方としてどのような状態が好ましいと思われます
か？（選択肢 5）単一回答
　➢　 環境ラベルは単一デザインのものが良い（商品の性質を考慮した環境配慮の基準を決め，
適合商品には単一ラベルを用いる）．例：洗剤，ノート，パソコン，洋服に同じデザイ
ンの環境ラベルを用いる
　➢　 環境ラベルは複数でも良いが，業界ごとに統一する（例：紙製品は紙製品の同じ環境ラ
ベルを適用する）
　➢　環境ラベルは多いほど情報が多く，良い
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　4.3.2　環境ラベルを知っている理由
　「購入した商品に環境ラベルがついていたから」が最も高く，77％の人が回答した．やはり，
多く利用されているために，エコマークの認知度が高いことがわかる（図- 4 ）．
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カーボンフットプリント
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MSC認証制度
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図-3　環境ラベリングの認知度（n=330）
図-4　環境ラベルを知っている理由（n=330）
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その他
　➢　環境ラベルの必要性はあまり感じない
　➢　その他
　これらのアンケート結果を集計し，調査結果とした．
4.3　結　　　果
　4.3.1　環境ラベルの認知度
　設問に示した環境ラベルのうち，最も認知度が高かったのは，エコマーク（73.9％），次い
でグリーンマーク（52.1％）， 3 番目は再生紙マーク（42.0％）であった．
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　4.3.3　環境ラベルは商品選択の動機になっていない
　環境ラベルは商品選択の動機になるか（Q 3 ）という設問に対して，78％（256名）が「い
いえ」，22％（74名）が「はい」と回答した（図- 5 ）． 8 割近くの消費者にとって，環境ラベ
ルは商品選択の動機になっていないという結果となった．
　4.3.4　今後の環境ラベルについて
　今後，環境ラベルはさらに多くの商品に積極的につけられるべきか（Q 4 ）という設問に対
しては，「思う」が67％（220名），「思わない」が33％（110名）となり，およそ 3分の 2の消
費者は環境ラベル表示に肯定的であった．この設問で環境ラベル表示に否定的な意見を持つ
110名にその理由を尋ねたところ（図－ 6 ），「環境配慮商品かどうかは気にならない」が40％（44
名）と多く，次いで，「環境ラベルの数が多く意味がわからない」が32％（35名），「環境ラベ
ルを見ただけではその環境寄与率がよくわからない」が30％（33名），「環境ラベルの信用度が
低く，環境配慮型商品である指標にならない」が12％（13名），その他 5名という結果となった．
図-5　環境ラベルは商品選択の動機になっているか？（n=330）
はい
22%
いいえ
78%
図-6　環境ラベルの普及が不要と思われる理由（n=110）
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　4.3.5　環境ラベル表示の改善に向けて
　環境ラベルで表示してもらいたい環境情報については（図- 7 ），「リサイクル材の使用」が
57％（188名），「地球温暖化の抑制への貢献」が38％（126名），「廃棄時の環境負荷が少ない」
が37％（121名），「ライフサイクル全体を通した環境配慮の有無」が32％（105名），「生態系に
配慮しているか」が27％（90名）であった．
　また，消費者の立場から環境ラベルのあり方はどのようなものが望ましいかを尋ねたところ
（図- 8 ），「環境ラベルは単一のものが良い」が38％（124名），次いで「環境ラベルは複数でも
良いが業界で統一する」が34％（111名）で，現状の環境ラベルの数を減少させるべきだとい
う意見が 7割以上となった．
4.4　消費者は環境ラベルをどうみているか
　本アンケート調査の標本サイズは小さいが，得られた結果を参考に，消費者にとって環境ラ
ベルはどのようなものとなっているのかについてまとめたい．まず， 8 割弱の人にとって環境
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図-７　環境ラベルで表示してもらいたい環境情報（n=330）
図-８　環境ラベルのあり方はどのようなものが望ましいか（n=330）
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ラベルが商品選択の理由となっていない（図- 5 ）という結果が重要である．つまり，事業体
の環境情報伝達のための努力がほとんど利用されていないということを示している．また，環
境ラベル表示に否定的な意見を持つ110名のうち，環境配慮に無関心な消費者が44名（40％）
と多い一方で，「環境寄与率の明確化」や「環境ラベル表示の数を減らし，意味を覚えやすく
する」などの改善を挙げる消費者もおり，これらの点を改善すれば，環境ラベルに否定的な消
費者の一部から，表示に対する理解を得る可能性もある（図- 6 ）．環境ラベルを商品購入の動
機として利用してもらうためには，多種多様なラベルを整理するという取り組みは避けては通
れない課題ではないだろうか．
　環境ラベルの認知度は，エコマークが他をしのいで高い結果となった．環境ラベルをどうし
て知ったのかを尋ねたところ（Q 2 ），77％（254名）が「購入商品に表示してあったから」と
回答した．エコマークの認知度が高いのも，普及率が最も高いことが要因にあるようだ．また，
「学校や教科書で学んだから」は12％（38名）であるが，このうち29名は30代以下の若い年代
であり，学校での環境教育も認知度向上に一定の貢献があると推定される．しかし，購入商品
に表示してある環境ラベルを知っていた消費者（254名）の中で，環境ラベルを商品選択の動
機にしている者は29％（74名）しかいなかった．このことから，認知をしていることがただち
に購買行動へ影響を与えるものでもないことが明らかとなった．その中でも環境ラベルの認知
が購買行動へつながっているのは，50代の男性にその傾向がみられるが，その他の年代では特
徴的な傾向がみられていない．環境ラベルを認知してもらうと同時に，その効果について理解
して購買行動へ移すための仕組みも必要であるかもしれない．
5．政府やステークホルダーのこれまでの対応と役割
　次に，環境ラベルが製品の環境情報発信の担い手として消費者に認識される過程について，
政府やステークホルダーのこれまでの対応を含めて述べる．
5.1　消費者の製品選択行動に環境配慮意識を促した政府の対応
　平成15年 5 月に循環型社会形成推進基本法の個別法のひとつとして「国等による環境物品等
の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」が制定されてから，製品の環境への影響評
価が事業体及び国民の間で一気に注目されるようになった．平成20年 3 月 1 日朝日新聞朝刊
10）
には，その環境意識の高まりを示すアンケート調査結果が掲載されている．新聞社のモニター
2,451人が「買い物で環境ラベルを意識しているか」という質問に対して，いつも意識する
16％，たまに意識する55％，ほとんど意識しない23％，まったく意識しない 6％と回答してお
り，既に環境ラベルは広く知られ，参考にしようとする意識が高いことがわかる．また，「高
くても環境を意識したサービスや商品を選ぶか」という質問に対して，全体の46％が高くても
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選ぶと回答しており，経済性を優先する回答者20％に比べ多い結果となった．既に一般消費者
の間で製品の環境配慮への意識の高まりが醸成されていたのは事実だろう．背景に「エコブー
ム」と呼ばれる社会的な盛り上がり
11）
（朝日新聞朝刊平成20年 8 月31日）があったのも影響し
ていると考えられる．また，平成21年に追加経済対策として実施された家電エコポイント制度
が，さらに消費者の環境配慮商品を選ぶ行動を後押しした．新しい省エネ技術を施された対象
家電が，政府の省エネ基準を達成することでグリーン家電と指定され，割安に購入できる仕組
みである．これによって，家電業界は，環境に良い商品の開発に熱が入り，消費者もそれらを
選ぶ目を養うことになった．
5.2　環境配慮製品への偽装表示による消費者の不信感
　しかしながら，エコブームの盛り上がりと政府の政策により環境配慮製品の購入へのインセ
ンティブが高まっていた平成21年 4 月に日立アプライアンス株式会社が冷蔵庫へのリサイクル
材の使用を過大に表示したことで，公正取引委員会から景品表示法違反で排除命令を受けた．
対象製品は省エネ大賞を受賞し，「エコ冷蔵庫」の触れ込みのヒット商品だった
12）
（日本経済
新聞朝刊平成21年 4 月22日）．この事案は，既に平成20年 1 月に明らかとなっていた製紙業界
での古紙配合比率の虚偽表示に続く「エコ偽装」問題として注目を浴びた（週間東洋経済平成
20年 8 月 2 日）
13）
．消費者の環境保護意識の高まりに便乗した利益優先の「エコ偽装」と非難
された．この事件を発端に，消費者には二つの事を学んだ．事業体が出す環境情報は虚偽の場
合があるということに加えて，国が「エコ家電」と指定しても実際はそうではないものも含ま
れるという事実である．製紙大手や印刷用インキ会社による「エコ偽装」発覚の後に実施され
たアンケート調査結果（前述の平成20年 3 月 1 日朝日新聞朝刊アンケート）では，「エコ偽装
の責任は企業と国のどちらに？」という設問に，2,451人のうち53％が企業，33％が環境省な
ど国，と回答している
14）
．消費者は事業体が提供する環境情報と国が行う制度について，鵜呑
みにはできないと不信感を募らせることになった．
5.3　タイプⅡ環境ラベル自己宣言タイプに対する消費者の視点
　エコ偽装は，環境情報の虚偽の報告から生じたものであり，環境ラベルにも消費者の厳しい
目が注がれる．特に，タイプⅡに分類される「自己宣言」タイプの環境ラベルは，第三者機関
による評価が入らない．環境情報データが公表されていない事業体もある上，データ提示が
あったとしても環境配慮の基準に見合っているかという妥当性の判断も消費者に委ねられてい
る．また，データに虚偽の点が含まれていないかという検証も難しい．その上，前述したよう
にラベルの種類が多く，わかりにくい．個別に調べるのも手間がかかりすぎる．このような状
態では，一般消費者がその正当性を判断するのは極めて難しい状態となり，十分な信用を置く
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ことはできないという立場にたつことが常識的なものだろう．
5.4　タイプⅡ環境ラベル自己宣言タイプへの提言
　平成25年 3 月に環境省が環境表示ガイドライン［ 2］を改定した．タイプⅡ環境ラベル自己
宣言による環境表示に関して以下の記述がみられる．
　タイプⅡ環境ラベル表示は，第三者による認証を受ける必要がありません．主張内容は
すべて事業者等の判断に委ねられているため，環境情報の信頼性及び透明性の確保等が重
要となります．しかし，現実には市場に出回る製品やサービスの中には，タイプⅡ規格に
準拠しない環境表示も数多く見受けられます．これは規格自体の存在が知られていない，
あるいは，規格に準拠することが望ましいものの，必ずしも従う義務はないものと認識さ
れている場合もあり，このことも積極的に取り組まれない一因となっているものと考えら
れます．
　（環境表示ガイドライン平成25年 3 月版　12頁より引用）
　タイプⅡ環境ラベルの現状は改善しなければならないという点が指摘されている．そして，
タイプⅡ環境ラベルの要求事項として，以下の点が述べられている．
　タイプⅡ規格の要求事項について，自己宣言による環境主張を行う事業者等に対し，大
きく下記の 5つを基本項目として定めています．
　① あいまいな表現や環境主張は行わないこと
　② 環境主張の内容に説明文を付けること
　③ 環境主張の検証に必要なデータ及び評価方法が提供可能であること
　④ 製品又は工程における比較主張はLCA 評価，数値等により適切になされていること
　⑤ 評価及び検証のための情報にアクセスが可能であること
　（環境表示ガイドライン平成25年 3 月版　14頁より引用）
　これらの指摘は，どれも信頼できる環境ラベルのために必要なことではあるが，この改定で
も， “各事業者及び団体等の自主性を尊重することを原則”としているため，どこまで事業者
が対応するかは，まさに事業体各自のコンプライアンスにかかっている．また，このガイドラ
インでは，消費者が困惑しているラベルの種類の多さについては言及していない．せめて業界
団体で話し合いを行い，業界統一ラベルへ向けて強い指導を求めたい．
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6．お わ り に
　　環境ラベルが多様化し，消費者に混乱が生じていることが浮き彫りになった．事業者ごと
の環境配慮に対する考え方の違いが，環境ラベルの多様化の根底にあると思われる．特に，タ
イプⅡ環境ラベルにおいては，製品やサービスの種類ごとにどのような環境配慮がなされるべ
きかについて合理的に分類し，その上で環境ラベルのあり方をもう一度見直す時期に来ている
のではないか．環境には，地球温暖化，大気汚染，水質汚染，生態系の破壊や生物資源の枯渇
など対応しなければならない問題が山積している．次世代に豊かな地球を残していくためには，
持続可能な社会を実現し，それぞれの環境問題にしっかり対応していかなければならない．そ
のためには，環境ラベルにみられるような事業体の努力が，消費者に正しく評価される必要が
ある．今後，環境ラベルは，消費者視点の整理された形で表示されるべきであろう．
謝辞： 本研究は，中央大学特定課題研究費「新しい環境技術のための環境評価のあり方とその手法」
（2016－2017年度）による助成を受けて実施された．
注
 1） 　環境省HP　https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/ecolabel/c01_04.html
 2） 　注1）と同じ
 3） 　注1）と同じ
 4） 　一般社団法人産業環境管理協会エコリーフ環境ラベルHP　http://www.ecoleaf-jemai.jp/about/
 5） 　一般財団法人日本ガス機器検査協会HP　http://www.jia-page.or.jp/environment/epd/index.html
 6） 　環境省HP　http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/ecolabel/a01_01.html
 7） 　環境省HP　https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/ecolabel/c01_01.html#ichiran
 8） 　環境省HP　http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/ecolabel/a01_02.html
 9） 　注8）と同じ
 10） 　平成20年 3 月 1 日『朝日新聞』朝刊 7頁
 11） 　平成20年 8 月31日『朝日新聞』朝刊 7頁
 12） 　平成21年 4 月22日『日本経済新聞』朝刊 2頁
13）　平成20年 2 月 2 日『週刊東洋経済』16－17頁
 14） 　注10）と同じ
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